
復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月26日 設置の有無： 平成２５年６月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

(11,600) (11,600) (11,600)

0 0 0

＜11,600＞ ＜11,600＞ ＜0＞ ＜11,600＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(974,050) (974,050) (378,705) (595,345)

211,823 211,823 0 211,823

＜1,185,873＞ ＜1,185,873＞ ＜0＞ ＜378,705＞ ＜807,168＞ ＜0＞ ＜0＞

(36,000) (36,000) (36,000)

0 0 0

＜36,000＞ ＜36,000＞ ＜0＞ ＜36,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(35,000) (35,000) (35,000)

0 0

＜35,000＞ ＜35,000＞ ＜0＞ ＜35,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(3,802,000) (3,802,000) (3,111,000) (691,000)

0

＜3,802,000＞ ＜3,802,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜3,111,000＞ ＜691,000＞ ＜0＞

(1,209,300) (1,209,300) (110,000) (1,099,300)

0

＜1,209,300＞ ＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜110,000＞ ＜1,099,300＞ ＜0＞ ＜0＞

(52,784) (52,784) (52,784)

0

＜52,784＞ ＜52,784＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜52,784＞ ＜0＞ ＜0＞

(71,718) (71,718) (71,718)

0

＜71,718＞ ＜71,718＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜71,718＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

19,245 19,245 19,245

＜19,245＞ ＜19,245＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜19,245＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(6,192,452) (6,192,452) (0) (571,305) (4,930,147) (691,000) (0)

231,068 231,068 0 0 231,068 0 0

＜6,423,520＞ ＜6,423,520＞ ＜0＞ ＜571,305＞ ＜5,161,215＞ ＜691,000＞ ＜0＞

(4,983,152) (4,983,152) (0) (461,305) (3,830,847) (691,000) (0)

231,068 231,068 0 0 231,068 0 0

＜5,214,220＞ ＜5,214,220＞ ＜0＞ ＜461,305＞ ＜4,061,915＞ ＜691,000＞ ＜0＞

(1,209,300) (1,209,300) (0) (110,000) (1,099,300) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0

＜1,209,300＞ ＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜110,000＞ ＜1,099,300＞ ＜0＞ ＜0＞

(6,067,950) (6,067,950) (0) (571,305) (4,805,645) (691,000) (0)

211,823 211,823 0 0 211,823 0 0

＜6,279,773＞ ＜6,279,773＞ ＜0＞ ＜571,305＞ ＜5,017,468＞ ＜691,000＞ ＜0＞

(124,502) (124,502) (0) (0) (124,502) (0) (0)

19,245 19,245 0 0 19,245 0 0

＜143,747＞ ＜143,747＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜143,747＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県

大崎市

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注４）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

有

- -

9 ◆ D - 4 - 1 - 1 災害公営住宅外構整備事業（建設）
大崎市鹿島台地
域・田尻地域

市 市 直接 19,245 25 ～ 25

大崎市

　　　　

8 ◆ D - 4 - 2 - 2 ふれあい広場整備事業 大崎市古川地域 市 市 直接 71,718 25 ～ 25

10

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付 分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（うち効果促進事業等）

4 -

4 -

20 -

1 -

4 -

4 -

4 - 25

災害公営住宅整備事業（建設）
大崎市鹿島台地
域・田尻地域

市 市

◆

事業番号
（注１）
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D
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C

D
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-

-

-

-

-

-

-
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1

1

1

2

1
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山口俊弘

seisaku@city.osaki.miyagi.jp

6 地域資源利活用施設整備事業（施設整備） 大崎市古川地域 県 市 間接 1,209,300 24 ～ 26

7 1 災害公営住宅外構整備事業 大崎市古川地域 市 市 直接 52,784 25 ～

担当者氏名

市町村名 メールアドレス

都道県名

-

担当部局名

電話番号

市民協働推進部政策課

4 地域資源利活用施設整備事業（用地造成） 大崎市古川地域 市 市 直接 35,000 24 ～ 24

5 災害公営住宅整備事業（買い取り） 大崎市古川地域 市 市 直接 3,802,000 24 ～ 26

（様式１－２）

直接 1,185,873 24 ～ 25

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接 備　考（注７）

各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

基金設置の時期：

0229-23-2129

交付
団体

1 埋蔵文化財発掘調査事業 大崎市古川地域 市 市 直接

全体事業
期間

（注６）

24 ～ 2735,000

2

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

3 都市防災総合推進事業 大崎市古川地域 市 市 直接 36,000 24 ～ 24



（注５）「全体事業期間」は、平成28年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成28年度以降も含めて記載をする。

（注６）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。

（注７）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

（注８）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（注９）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。



 

（様式１－３） 

大崎市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 25年 6月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO 2 事業名 災害公営住宅整備事業（建設） 事業番号 D-4-1 
交付団体 大崎市 事業実施主体（直接/間接） 大崎市（直接） 
総交付対象事業費 (974,050)  

1,185,873（千円） 
全体事業費 (974,050)  

1,185,873（千円） 

事業概要 
災害公営住宅を建設する。 
  建設   50 戸   974,050 千円  
           50 戸 1,185,873 千円  

【内訳】： 
（建物）  814,550 千円  ＋（造成） 82,500 千円  ＋ （既存住宅解体）63,000 千円 

＋（移転費）14,000 千円 
（建物）1,006,791 千円  ＋（造成）102,082 千円  ＋ （既存住宅解体）63,000 千円 

＋（移転費）14,000 千円 
 
【今回申請分】 

建物工事費（建設工事費）の追加 
[鹿島台地域] C＝181,689 千円（防災調整池，外構整備） 

 [田尻地域]  C＝ 10,552 千円（外構整備） 
 造成工事費の追加 
 [鹿島台地域] C＝ 16,747 千円（造成面積：1,500;㎡の追加，ライフライン等の整備） 
 [田尻地域]  C＝  2,835 千円（ライフライン等の整備） 

[計]     C＝211,823 千円 
 
【大崎市震災復興計画の位置づけ】 

１）生き生きとした暮らしの再建 １）被災者の生活再建支援 ③ 市営住宅の整備 
・仮設住宅の退居時期となる２～３年後を目標とするため，市営住宅として必要戸数を確保しま

す。 
 

当面の事業概要 
＜平成 24年度＞：実績 

［鹿島台地域］ 

１）既設住宅入居者との移転調整：事業説明会の実施，移転補償交渉（14名），移転先修繕（14戸） 

２）設計業務委託等の発注：地質調査（ボーリング）8 箇所，解体工事設計 120 戸，建築実施設計 80

戸（うち災害公営住宅分 45戸），敷地測量・造成設計・開発行為申請業務 

［田尻地域］ 

１）設計業務委託等の発注：地質調査（ボーリング）12箇所，建築実施設計 5戸，敷地測量 

＜平成 25年度＞ 

［鹿島台地域］ 

１）既設住宅の解体工事の発注      



 

２）建設工事の発注（造成工事を含む） ：年度内完了 

［田尻地域］ 

１）建設工事の発注（造成工事を含む） ：年度内完了 

［鹿島台・田尻地域共通］ 

１）入居者（被災者）の公募   

   入居資格要件：住家が震災により全壊・流出または半壊以上で解体を余儀なくされた者で，住

宅に困窮していること 
２）入居開始 
 

東日本大震災の被害との関係 
 本市において被災した家屋は，全壊 583 世帯，大規模半壊 232 世帯，半壊 2,177 世帯の合計 2,992 世帯

となっており，前回申請以降の判明分を含めた応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）入居世帯は 748 世

帯となっており，うち 589 世帯が古川地域内となっている。（参考：松山地域 48 世帯，三本木地域 15 世帯，

鹿島台地域 62 世帯，岩出山地域 6 世帯，鳴子地域 14 世帯，田尻地域 6 世帯） 
応急仮設住宅の入居期限が１年延長されたところではあるが，被災者が退去後を見据えて住宅問題の不

安を抱えることのないよう，引き続き本事業の重要性を踏まえながら，早期に低廉な家賃で住居を提供し，

生活再建を支援するものである。  
なお，平成 23 年末及び平成 24 年 5 月に実施した被災者への災害公営住宅入居意向調査結果を踏まえ，

建設分としては鹿島台地域 45 戸，田尻地域 5 戸と確定している。 
 
関連する災害復旧事業の概要 
  
 
 
 
※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 
関連する基幹事業 
事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

  

 
 



 

（様式１－３） 

大崎市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 25年 6月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO 9 事業名 災害公営住宅外構整備事業（建設） 事業番号 ◆D-4-1-1 
交付団体 大崎市 事業実施主体（直接/間接） 大崎市（直接） 
総交付対象事業費   

19,245（千円） 
全体事業費  

19,245（千円） 

事業概要 
災害公営住宅に関連する外構工事等を行うものである。 
 外構等工事費 鹿島台地域：   18,338 千円 
        田尻地域 ：        907 千円 
            計    19,245 千円  
 
【大崎市震災復興計画の位置づけ】 

１）生き生きとした暮らしの再建 １）被災者の生活再建支援 ③ 市営住宅の整備 
・仮設住宅の退居時期となる２～３年後を目標とするため，市営住宅として必要戸数を確保しま

す。 
 

当面の事業概要 
＜平成 25 年度＞ 

［鹿島台・田尻地域共通］ 

１）建設工事に併せて，外構等整備工事を発注 ：年度内完了 

 
東日本大震災の被害との関係 
 本市において被災した家屋は，全壊 583 世帯，大規模半壊 232 世帯，半壊 2,177 世帯の合計 2,992 世帯

となっており，前回申請以降の判明分を含めた応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）入居世帯は 748 世

帯となっており，うち 589 世帯が古川地域内となっている。（参考：松山地域 48 世帯，三本木地域 15 世帯，

鹿島台地域 62 世帯，岩出山地域 6 世帯，鳴子地域 14 世帯，田尻地域 6 世帯） 
応急仮設住宅の入居期限が１年延長されたところではあるが，被災者が退去後を見据えて住宅問題の不

安を抱えることのないよう，引き続き本事業の重要性を踏まえながら，早期に低廉な家賃で住居を提供し，

生活再建を支援するものである。  
なお，平成 23 年末及び平成 24 年 5 月に実施した被災者への災害公営住宅入居意向調査結果を踏まえ，

建設分としては鹿島台地域 45 戸，田尻地域 5 戸と確定している。 
 
関連する災害復旧事業の概要 
 災害公営住宅整備事業（建設）50 戸（2 地域：45 戸+5 戸） 
 
 
 
※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 
関連する基幹事業 
事業番号 Ｄ－４－１ 



 

事業名 災害公営住宅整備事業（建設） 

交付団体 大崎市 

基幹事業との関連性 

 災害公営住宅の整備にあたり，当該住宅敷地において駐車場等を整備するものである。 
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